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富士見市都市公園条例（平成２５年条例第１０号）新旧対照表

新 旧

（住民１人当たりの都市公園の敷地面積の標準）

第２条 都市公園の住民１人当たりの敷地面積の標準は、１０平方メー

トル（市の区域内に都市緑地法（昭和４８年法律第７２号）第５５条

第１項若しくは第２項の規定による市民緑地契約又は同法第６３条に

規定する認定計画に係る市民緑地（以下この条において単に「市民緑

地」という。）が存するときは、１０平方メートルから当該市民緑地

の住民１人当たりの敷地面積を控除して得た面積）以上とする。ただ

し、市街地の都市公園の当該市街地の住民１人当たりの敷地面積の標

準については、５平方メートル（当該市街地に市民緑地が存するとき

は、５平方メートルから当該市民緑地の当該市街地の住民１人当たり

の敷地面積を控除して得た面積）以上とする。

（公園施設    の設置基準）

第４条 （略）

（公園施設    の設置基準の特例）

第５条 前条ただし書の規定により特別の場合として定める建築物は、

次に掲げるものとする。

（１） 都市公園法施行令（昭和３１年政令第２９０号。次条において

「政令」 という。）第５条第２項に規定する休養施設（次号に該当す

る建築物を除く。）、同条第４項に規定する運動施設、同条第５項に

規定する教養施設（次号に該当する建築物を除く。）、同条第８項に

規定する備蓄倉庫その他都市公園法施行規則（昭和３１年建設省令第

（住民１人当たりの都市公園の敷地面積の標準）

第２条 都市公園の住民１人当たりの敷地面積の標準は、１０平方メー

トル                                                          

                                                              

                                                              

                                                              

                                              以上とする。ただ

し、市街地の都市公園の当該市街地の住民１人当たりの敷地面積の標

準については、５平方メートル                                   

                                                              

                             以上とする。

（都市公園施設の設置基準）

第４条 （略）

（都市公園施設の設置基準の特例）

第５条 前条ただし書の規定により特別の場合として定める建築物は、

次に掲げるものとする。

（１） 都市公園法施行令（昭和３１年政令第２９０号       

        ）第５条第２項に規定する休養施設（次号に該当す

る建築物を除く。）、同条第４項に規定する運動施設、同条第５項に

規定する教養施設（次号に該当する建築物を除く。）、同条第８項に

規定する備蓄倉庫その他都市公園法施行規則（昭和３１年建設省令第



３０号。以下この条において「省令」という。）第１条の２に規定す

る災害応急対策に必要な施設である建築物

（２）～（４） （略）

２～５ （略）

（公園施設に関する制限）

第５条の２ 政令第８条第１項に規定する条例で定める割合は、１００

分の５０（第１０条第１項に規定する有料の公園施設のうち政令第５

条第４項に規定する運動施設を有する公園にあっては１００分の７

０）とする。

３０号。以下この条において「省令」という。）第１条の２に規定す

る災害応急対策に必要な施設である建築物

（２）～（４） （略）

２～５ （略）


